
8 労働・金融・
市民所得
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１ 一般職業紹介
単位：人､％

【注】渋川公共職業安定所管内の数値。中高年は 45 歳以上。
資料：渋川公共職業安定所

２ 新規学校卒業者進路別状況
単位：人

【注】高校は渋川工業高等学校の定時制を含む。
高校就職者は学校又は安定所による紹介就職者。中学校就職者は安定所による紹介就職者。

資料：渋川公共職業安定所

３ 新規学校卒業者地域別就職状況
単位：人

【注】高校は渋川工業高等学校の定時制を含む。
高校就職者は学校又は安定所による紹介就職者｡中学校就職者は安定所による紹介就職者｡

資料：渋川公共職業安定所

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度

新規求職

総数 5,083 5,180 4,674 4,411 4,574
内
訳
一般 3,255 3,262 3,018 2,802 2,786
パート 1,828 1,918 1,656 1,609 1,788

前年度比 -8.6 1.9 -9.8 -5.6 3.7

月間有効求職

総数 20,603 20,858 19,106 17,321 17,796
内
訳
一般 13,035 12,983 11,926 10,832 10,919
パート 7,568 7,875 7,180 6,489 6,877

前年度比 -8.4 1.2 -8.4 -9.3 2.7

新規求人

総数 6,097 6,839 7,634 7,989 7,602
内
訳
一般 3,452 3,828 4,199 4,289 4,015
パート 2,645 3,011 3,435 3,700 3,587

前年度比 14.0 12.2 11.6 4.7 -4.8

月間有効求人

総数 16,625 18,911 21,442 22,987 22,169
内
訳
一般 9,329 10,745 11,824 12,418 11,737
パート 7,296 8,166 9,618 10,569 10,432

前年度比 17.0 13.8 13.4 7.2 -3.6

就職
総数 2,015 2,100 1,950 1,754 1,717
う
ち
保険受給者 382 442 420 362 378
中高年 906 947 877 870 898

求人倍率
新規 1.20 1.32 1.63 1.81 1.66
有効 0.81 0.91 1.12 1.33 1.25

総数 進学者 就職者 職業訓練校 各種学校・その他
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

中
学
校

平成
30 年度 1,065 542 523 1,061 540 521 - - - - - - 4 2 2

令和
元年度 1,008 529 479 1,002 525 477 - - - - - - 6 4 2

高
校

平成
30 年度 772 454 318 395 209 186 170 131 39 10 8 2 197 106 91

令和
元年度 731 422 309 404 201 203 161 120 41 14 14 - 152 87 65

総数 管内 県内 県外
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

中
学
校

平成
30 年度 - - - - - - - - - - - -

令和
元年度 - - - - - - - - - - - -

高
校

平成
30 年度 170 131 39 47 37 10 117 89 28 6 5 1

令和
元年度 161 120 41 30 21 9 122 91 31 9 8 1
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４ 新規学校卒業者職業紹介状況
単位：人

【注】学校及び安定所による紹介状況。
高校就職者は学校又は安定所による紹介就職者。中学校就職者は安定所による紹介就職者。

資料：渋川公共職業安定所

５ 内職相談あっせん状況
単位：件

資料：商工振興課

６ シルバー人材センター事業運営状況
各年 3月 31日現在､単位：人

資料：高齢者安心課

中学校 高校

求職者数 求人数 就職者数 求職者数 求人数 就職者数

平成 28 年 3月卒 - - - 140 318 140

平成 29 年 3月卒 1 - 1 132 366 132

平成 30 年 3月卒 - - - 163 416 163

平成 31 年 3月卒 - 1 - 170 410 170

令和 2年 3 月卒 - - - 165 404 161

相談件数 措置指導 内職相談

計
就業に関
するもの
求職ﾊﾟｰﾄ

技術に
関する
もの

内職
相談 計 新規

登録 再相談 技術
講習

求人
件数

内職
あっせん

平成 27 年度 679 - - 679 166 114 52 - 473 100

平成 28 年度 408 - - 408 94 73 21 - 291 69

平成 29 年度 443 - - 443 116 77 39 - 297 84

平成 30 年度 461 - - 461 131 92 39 - 295 87

令和元年度 316 - - 316 79 60 19 - 209 55

総数 60 歳未満 60～64 歳 65～69 歳 70 歳以上

計 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

平成 28 年 604 435 169 - - 27 24 134 59 274 86

平成 29 年 588 425 163 - - 23 20 119 60 283 83

平成 30 年 565 405 160 - - 22 18 99 55 284 87

平成 31 年 552 387 165 - - 16 12 80 48 291 105

令和 2 年 559 396 163 - - 10 4 87 47 299 112

技術群 37 32 5 - - - - 8 1 24 4

技能群 79 78 1 - - 3 - 19 1 56 -

事務群 18 3 15 - - - - - 3 3 12

管理群 155 134 21 - - 3 - 25 9 106 12

折衝外交群 4 2 2 - - - - 1 1 1 1

一般作業群 232 140 92 - - 4 3 31 24 105 65

サービス群 32 5 27 - - - 1 2 8 3 18

その他 2 2 - - - - - 1 - 1 -
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７ シルバー人材センター職群別事業実績状況
単位：人､円､％

資料：高齢者安心課

８ 市制度資金貸付状況
令和元年度､単位：件､千円

資料：商工振興課

９ 市制度資金業種別利用状況
令和元年度､単位：件､千円

資料：商工振興課

受託件数 就業
延人員

契約金額
構成比

事務費 配分金 材料費 計

平成 30 年度 5,961 58,045 22,468,537 226,136,218 20,766,337 269,371,092 100.0

技術群 3 28 11,553 115,530 - 127,083 0.0

技能群 1,688 5,836 3,309,255 33,132,821 10,401,829 46,843,905 17.4

事務群 50 213 68,305 677,250 - 745,555 0.3

管理群 794 21,175 9,212,765 92,275,288 426,301 101,914,354 37.8

折衝外交群 18 151 39,124 391,249 3,000 433,373 0.2

一般作業群 3,265 29,342 9,616,630 97,427,985 9,653,331 116,697,946 43.3

サービス群 143 1,300 210,905 2,116,095 281,876 2,608,876 1.0

その他 - - - - - - -

令和元年度 5,917 59,096 23,374,842 235,260,637 21,929,665 280,565,144 100.0

技術群 5 19 3,940 39,400 - 43,340 0.0

技能群 1,676 5,796 3,371,359 33,745,875 11,127,590 48,244,824 17.2

事務群 41 192 62,508 623,880 75 686,463 0.2

管理群 780 21,264 9,749,258 97,645,527 407,374 107,802,159 38.4

折衝外交群 7 79 40,226 402,276 1,500 444,002 0.2

一般作業群 3,229 30,285 9,920,646 100,508,020 10,105,126 120,533,792 43.0

サービス群 179 1,461 226,905 2,295,659 288,000 2,810,564 1.0

その他 - - - - - - -

小口資金融資促進制度 中小企業季節資金融資制度
申込 あっせん 申込 あっせん

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

総数 31 219,202 31 219,202 67 344,550 67 344,550

運転 26 188,402 26 188,402 67 344,550 67 344,550

設備 2 10,300 2 10,300 - - - -

運転・設備 3 20,500 3 20,500 - - - -

総数 運転資金 設備資金 運転・設備資金

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

総数 98 563,752 93 532,952 2 10,300 3 20,500

建設業 37 249,692 34 229,392 2 10,300 1 10,000

製造業 15 57,109 15 57,109 - - - -

卸・小売業 24 115,795 24 115,795 - - - -

運輸・通信業 3 29,500 3 29,500 - - - -

サービス業 11 45,756 9 35,256 - - 2 10,500

その他 8 65,900 8 65,900 - - - -
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１０ 市内金融機関別店舗数
令和 2年 3月 31 日現在､単位：店舗

資料：商工振興課

１１ 市内金融機関預金貸付状況
各年 3月 31日現在､単位：百万円

【注】その他は、信用金庫・信用組合・労働金庫。

資料：市内各金融機関

１２ 市内総生産
単位：百万円､％

資料：平成 29 年度市町村民経済計算

総数 銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 農業協同組合

29 7 7 4 1 10

銀行 農協 その他
預金 貸付 貯金 貸付 預金 貸付

平成 30 年 298,994 107,082 83,168 11,418 148,454 80,360

平成 31 年 275,124 104,400 81,694 9,963 153,322 83,185

令和 2年 278,563 104,046 81,618 6,654 159,318 83,877

平成 28 年度 平成 29 年度 増減率

総生産 構成比 総生産 構成比 平成
28 年度

平成
29 年度

1 農林水産業 8,587 3.2 8,286 3.0 8.9 -3.5

農業 8,467 3.1 8,173 2.9 8.8 -3.5

林業 113 0.0 107 0.0 20.7 -5.6

水産業 6 0.0 6 0.0 -10.7 0.0

2 鉱業 1,119 0.4 1,178 0.4 1.0 5.3

3 製造業 56,762 20.8 59,326 21.3 19.8 4.5

4 電気･ガス･水道・廃棄物処理業 9,904 3.6 10,864 3.9 -13.6 9.7

5 建設業 21,247 7.8 21,039 7.6 1.6 -1.0

6 卸売･小売業 23,123 8.5 23,106 8.3 -0.3 -0.1

7 運輸・郵便業 9,851 3.6 10,462 3.8 1.7 6.2

8 宿泊・飲食サービス業 10,583 3.9 10,889 3.9 12.4 2.9

9 情報通信業 2,443 0.9 2,387 0.9 2.8 -2.3

10 金融･保険業 8,169 3.0 8,315 3.0 -1.1 1.8

11 不動産業 37,089 13.6 37,864 13.6 1.3 2.1

12 専門・科学技術、業務支援サー
ビス業 9,728 3.6 10,058 3.6 -9.2 3.4

13 公務 12,794 4.7 12,260 4.4 -3.6 -4.2

14 教育 13,088 4.8 13,014 4.7 -0.6 -0.6

15 保健衛生・社会事業 30,622 11.2 30,740 11.0 7.1 0.4

16 その他のサービス 16,242 6.0 16,897 6.1 2.8 4.0

小計 271,350 99.6 276,683 99.4 4.4 2.0

輸入品に課される税・関税 3,908 1.4 4,374 1.6 -9.3 11.9

(控除)総資本形成に係る消費税 2,731 1.0 2,769 1.0 9.9 1.4

合計 272,527 100.0 278,288 100.0 4.2 2.1
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１３ 市民所得
(1) 総額及び項目別内訳

単位：百万円､％

資料：平成 29 年度市町村民経済計算

(2) 1 人当たり市民所得
単位：千円､％

資料：平成 29 年度市町村民経済計算

平成 28 年度 平成 29 年度 増減率

所得額 構成比 所得額 構成比
平成
28 年度

平成
29 年度

1 雇用者報酬 135,452 62.5 143,277 62.3 -1.4 5.8
(1) 賃金・俸給 115,252 53.2 122,323 53.2 -1.7 6.1
(2) 雇主の社会負担 20,201 9.3 20,954 9.1 0.5 3.7
a 雇主の現実社会負担 18,470 8.5 19,217 8.4 0.0 4.0
b 雇主の帰属社会負担 1,731 0.8 1,738 0.8 6.8 0.4

2 財産所得（非企業部門） 13,713 6.3 14,640 6.4 -5.2 6.8
a 受取 18,096 8.4 18,765 8.2 -5.4 3.7
b 支払 4,383 2.0 4,125 1.8 -5.8 -5.9
(1) 一般政府 -1,077 -0.5 -227 -0.1 -24.2 78.9
a 受取 3,023 1.4 3,606 1.6 -13.2 19.3
b 支払 4,100 1.9 3,833 1.7 -5.8 -6.5

(2) 家計 14,602 6.7 14,660 6.4 -3.5 0.4
① 利子 3,150 1.5 3,034 1.3 7.6 -3.7
a 受取 3,398 1.6 3,292 1.4 6.4 -3.1
b 支払（消費者負債利子） 248 0.1 258 0.1 -6.8 4.0

② 配当 4,194 1.9 4,516 2.0 -8.4 7.7
③ その他の投資所得（受取） 4,235 2.0 4,195 1.8 -7.2 -0.9
④ 賃貸料（受取） 3,023 1.4 2,915 1.3 -1.5 -3.6

(3) 対家計民間非営利団体 188 0.1 207 0.1 -6.5 10.2
a 受取 223 0.1 241 0.1 -4.7 8.0
b 支払 35 0.0 34 0.0 6.2 -3.4

3 企業所得
（法人企業の分配所得受払後）

67,504 31.2 71,927 31.3 1.2 6.6

(1) 民間法人企業 43,752 20.2 47,660 20.7 2.7 8.9
a 非金融法人企業 39,594 18.3 43,414 18.9 2.3 9.6
b 金融機関 4,157 1.9 4,247 1.8 6.5 2.2

(2) 公的企業 -425 -0.2 -350 -0.2 -235.8 17.7
a 非金融法人企業 341 0.2 350 0.2 -38.1 2.6
b 金融機関 -767 -0.4 -700 -0.3 -13.1 8.6

(3) 個人企業 24,177 11.2 24,617 10.7 -0.2 1.8
a 農林水産業 2,289 1.1 1,829 0.8 12.3 -20.1
b その他の産業
（非農林水・非金融）

5,086 2.3 5,879 2.6 -12.8 15.6

c 持ち家 16,803 7.8 16,908 7.4 2.8 0.6
4 市町村民所得(1+2+3) 216,669 100.0 229,844 100.0 -0.9 6.1

平成 28 年度 対県比 平成 29 年度 対県比 増減率
平成 28 年度 平成 29 年度

2,791 88.3 3,002 90.2 0.1 7.6
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